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アメリカ1990年大気清浄化法の改質ガソリン計画を

めぐる石油産業とアグリビジネスの競争
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は じ め に

自動車の排気ガスを原因とする大気汚染問題は,アメリカにおいて環境保護

運動を高揚させ,環境政策を発展させる契機となってきた｡大気汚染問題を解

決するためにとられた政策手段の一つは,石油産業を対象として実施される自

動車用ガソリン添加剤-の環境規制である｡1970年に設立された環境保護庁

(EnvironmentalProtectionAgency:以下EPAと略称)は,大気活浄化法を

所管し,大気汚染防止のために自動車用燃料および燃料添加剤の規制を行う権

限を有している｡

EPAによるガソリン環境規制の歴史には,二つの画期がある｡第一期は,

EPAが1970年大気清浄化法 (CleanAirActamendmentsof1970;以下1970

年法と略称)に基づいてガソリン無鉛化政策を実施した時期であり,第二期は

1990年大気清浄化法 (cleanAirActamendmentsof1990;以下1990年法と略

称)に基づいて改質ガソリン (ReformulatedGasoline;RFG)計画を実施し

た時期である｡ 改質ガソリンとは自動車の排気ガス中の有害物質を低減させる

クリーン･ガソリン規格であり,含酸素化合物 (oxygenate)の添加を義務づ

けている｡ 主要な含酸素化合物には,石油産業が製造するMTBE (メチル･

タ-シャリ一 ･ブチル･エ-テル)とアグリビジネス (農業関連産業)が製造

するバイオ･エタノールがある｡

EPAによるガソリン環境規制は,石油産業が事実上の標準 (デファクト･
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スタンダー ド)として使用 していた鉛を規制する段階から,公的標準 (デ

ジューレ･スタンダード)として改質ガソリン規格を石油産業に提示する段階

へと発展している｡ よって,1970年法から1990年法への展開は,環境政策が産

業界に対してますます能動性を発揮していく過程であるように見える｡ ところ

が事態の本質はそうではなく,産業界が能動性を発揮して環境政策に影響を及

ぼしている｡

本論文で明らかにするように,改質ガソリン規格の由来は石油産業にあり,

1990年法に改質ガソリン計画を盛 り込み,ガソリン･オクタン価向上剤の公的

標準を獲得することは石油産業の環境マーケティング戦略の一環であった (第

Ⅰ節)｡ そして,改質ガソリン計画の具体化の過程では,MTBEの石油産業と

エタノールのアグリビジネスがより有利な環境規制を求めて競争しており,こ

の中でEPAは調整者の役割を受動的に果たしているにすぎない (第‡節)｡

とはいえ,両者の競争は最終的にMTBE地下水汚染問題を契機としてアグリ

ビジネスが勝利し,石油産業の環境マーケティング戦略は挫折する (第Ⅲ節)0

アメリカの環境保護政策をめぐる政治過程については久保文明による概括的

な研究があり,環境保護団体などの公共利益集団が重要な役割を担っているこ

とが指摘されている1)｡本論文は,その指摘をふまえつつもアメリカ産業研究

の立場から,環境政策という分野においても産業界による利益集団政治が成立

しており,影響力を保持している事例を提供するものである｡

Ⅰ 石油産業の環境マーケテイングと

1990年大気清浄化法の改質ガソリン計画

1 石油産業による環境マーケテイング

20世紀初頭のアメリカにおけるモータリゼ-ションの開始以来,ガソリンの

オクタン価向上剤の生産は,石油関連産業によって独占されてきた｡すなわち,

1) 久保文明 『現代アメリカ政治と公共利益- 環境保護をめぐる政治過程--』東京大学出版会,

1997年｡
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自動車最大手企業の GM 社 (GeneralMotorsCo.) と石油最大手企業の

ニュージャージー ･スタンダー ド石油 (standardOilofNewJerseyCo.)に

よって共同で設立された化学企業エチル社 (EthylCorp.)が独占的に生産す

る四エチル鉛が,ガソリンのオクタン価向上剤の事実上の標準となってきたの

である2)｡しかし,1970年大気清浄化法の成立とガソリン無鉛化政策の開始に

よって,四エチル鉛を代替するクリーンなオクタン価向上剤としてエタノール

が使用され,エタノール市場は急拡大 した｡1980年代初頭よりADM 社

(ArcherDanielsMidlandCo.)などの大手アグリビジネスは, トウモロコシ

を主原料とするバイオ･エタノール燃料の製造を開始し,高収益部門として成

長させてきた｡そして,1980年代終わりには,アグリビジネスはオクタン価向

上剤市場を独占してきた石油産業の競争相手として成長してきたのである3)｡

このような状況の中で,石油産業がエタノールに対抗できるクリーンなオクタ

ン価向上剤として選択した素材が,天然ガスを原料として石油化学プラントで

製造されるMTBEだった｡

当初石油産業は,MTBEを四エチル鉛を代替するオクタン価向上剤として

ガソリンに添加してきた｡EPAは1981年に容積比11%の MTBEをガソリン

に添加することを許可し,それ以来石油産業はMTBEの製造量を増加させて

きていた｡1980年代末になって,MTBEを添加したガソリンが,｢改質ガソリ
ン｣と名付けられ,排気ガスを減少させるクリーンなガソリンとして,大手石

油企業の環境マーケティング戦略の中に位置づけられるようになる｡

最初に,MTBE添加ガソリンをクリーンな改質ガソリンとして販売 した

のは,ARCO社 (AtlanticRichfieldCo.)である｡ ARCO社は,1989年 8

月にカリフォルニア州南部で,改質ガソリン "EC-1レギェラJ'の販売を

開始し,1990年にはハイオク ･ガソリン "ECプレミアム"の販売を開始 し

2) 拙稿 ｢アメリカ自動車 ･石油精製企業のマスキー法への対応｣『経済論叢』第168巻第 4号,
2001年10月｡

3) 拙稿 ｢アメリカの環境政策とバイオ ･アグリビジネスの成長｣『経済論叢』第172巻第 5･6号,
2003年11･12月｡
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た4)｡ARCO社は,改質ガソリンの使用によって,排気ガス中の炭化水素が

21010,ガソリンから揮発する炭化水素が360/0,一酸化炭素が28%減少すると発

表し,環境性能の高さの宣伝に努めた5)｡カリフォルニア州は自動車排気ガス

に由来する大気汚染問題に敏感な土地柄であり,仝米最大の自動車ガソリン市

場である｡また,ARCOグループの石油化学部門であるARCO化学 (ARGO

ChemicalCo.)は,当時 MTBE製造の最大手企業の一つであった｡ARCOは,

自ら製造するMTBEの環境性能を強調し,とりわけ環境問題に敏感な消費者

に訴えかける環境マーケティング戦略を採用したのである｡

さらに,ARCOにつづいてエクソン社 (ExxonCorp.)やシェル社 (Shell

OilCo.)などの大手石油企業もクリーンな改質ガソリンの販売を開始し,大

手石油企業はMTBE添加の改質ガソリンを軸とした環境マーケティング戦略

を一致して追求し,アグリビジネスに対抗することになった｡

2 AQIRPによる改質ガソリンの有効性の実証

また,石油企業は自動車企業とともに排気ガス浄化に関する共同研究を実施

し,クリーン･ガソリン規格の検討をおこなった｡この中でMTBEを添加 し

た改質ガソリン規格の有効性が実証され,石油産業の環境マーケティング戦略

を後押しした｡

この共同研究プログラムは,名称を自動車 ･石油産業大気質改善研究プログ

ラム (Auto/OilAirQualityimprovementResearchProgram;以下,AQIRP

と暗称)といい,1989年7月に総額4000万 ドルの基金で設立された｡AQIRP

には,自動車産業からはビッグスリー3社 (Ford,GM,Chrysler),石油産業

からは主だった大手石油企業13社 (MobilCorp.,MarathonOilCo.,Chevron

PetroleumCo.,Conocolnc.,AmocoCorp.,76ProductsCo.,ShellOilCo.,BP

4) EPA ()fficeofMobileSources,"OriginoftheReformulatedGasolineProgram,"ERA

420-F-95-001,April1995.

5) "ARCOIntroducesReformulatedPremiurn,"rmeEnergyDaz'ly,Sept.14th,1990.
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Co.,ARCOCorp.,ExxonCorロ.,AshlandPetroleumCot,Texacolnc.,Sunoco

In°.)がメンバー企業として参加していた｡第一次 AQIRPは1989年7月に開

始され1993年に終了したが,CRC (CoordinatingResearchCouncil)のもと

で第二次 AQIRPが実施され,1997年まで継続した6)0

AQIRPは,冬季における一酸化窒素,夏季におけるオゾン,光化学スモッ

グなどの大気汚染問題を解決することを目的としていた｡AQIRPでは,従来

EPAによって規制されてきた一酸化窒素,炭化水素,窒素酸化物に加えて,

ベンゼンなどの芳香族炭化水素,ト3ブタジエン,アルデヒドなども対象汚染

物質とされた｡芳香族炭化水素は,石油精製産業によってオクタン価向上基材

として生産されてきたが,MTBEに代替することが望ましいとされた｡

AQIRPは,ガソリン性状と排気ガスとの関係についてデータをとり,シミュ

レ一一ションを実施して,MTBE添加改質ガソリンによって排気ガスの改善が

みられることを実証した7)｡AQIRP共同議長コルッチ (JosephM.Colucci)

揺,1996年にAQIRPの主要な成果をふりかえって,AQIRPは改質ガソリン

が自動車の排気ガスを減少させる効果をもつことを示し,排気ガス削減にとっ

てのガソリン規格の重要性を世界中に喚起した,と述べている8)0

これまで MTBEは鉛や芳香族炭化水素を代替するオクタン価向上添加剤と

して使用されるにすぎなかったが,AQIRPの研究によって,MTBEは大気

汚染の防止に有効であることが示された｡こうして,AQIRPは,MTBE添

加の改質ガソリンはクリ←ン･ガソリンとして有効であることを実証する役割

を果たしたのである｡

6) CleanFuelsDevelopmentCoalition,Hz∫toryandOverm'ew oflheRejbJ･mulatedGasolz77e
Program:ABrieft'ngBookjbrMembe770fCongressandStaffJuly1997,p.19.
7) 小林伸治 ｢日米欧の自動車 ･燃料技術プログラム｣『自動車研究』第24巻,第12号,2002年12

月｡

8) cleanFuelsDevelopmentCoalition,ゆ cz't,p.19.
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3 ブッシュ政権下での1990年大気清浄化法の成立

さらに,ブッシュ (GeorgeH.W.Bush)共和党政権が1990年大気清酎 ヒ法

の条項に改質ガソリン計画をもりこむことによって,改質ガソリン規格は政府

の環境政策によって公認されたクリーン･ガソリンの公的標準となった｡

改質ガソリン計画は,1980年代未のブッシュ共和党政権の成立前後より,政

権内部で検討されていた｡まず,1987年,第二次レーガン政権のもと,ブッ

シュ副大統領が議長 として指揮する規制緩和 タスクフォースにおいて,

MTBEやエタノールなどの含酸素化合物が排気ガス中の一酸化炭素やスモッ

グ原因物質を低減させるとの認識が存在していだ)｡さらに,ブッシュ大統領

就任後の1989年末から1990年初頭にかけて,ブッシュ政権は国内政策評議会

(DomesticPolicyCouncil;以下 DPCと略称)の委員会を開催 したが,DPC

委員会では,大気汚染を防止するための国家戦略の一環として改質ガソリンが

使用されるべきであるとの議論がなされていた10)｡

1990年4月3日,アメリカ上院議会は賛成89,反対11で,1990年大気清浄化

法修正法案 (S.1630)を可決した｡1990年5月23日には下院議会においても,

12時間という短い審議の後に,賛成401,反対21で可決された11)｡1990年11月

15日,ブッシュ大統領は1990年大気清浄化法修正法案に署名し,法案は成立し

た (PL101-549)｡改質ガソリン計画は,ブッシュ政権の肝いりで誕生 した

1990年法の修正条項に採用され,ブッシュ政権の環境政策の柱となっていく｡

1990年法は二つのクリーン･ガソリン計画を要求している｡一つは,1992年

末の冬季より,一酸化炭素基準未達成の39地域で用いられる含酸素ガソリン

(oxygenatedFuel)計画である｡ 含酸素ガソリンには,2.7%以上の含酸素化

合物を含まねばならない｡もう一つは,1995年1月1日より,地表でのオゾン

濃度の高い9地域で実施される改質ガソリン計画である｡ 改質ガソリンは含酸

9) Ib2'd.,p.27.

10) Ibid"p.27.

ll) Ibld,,pp.25-26.
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素化合物を重量比で2.0%以上含有することが要求される｡ このほかに約40の

都市が自発的にこの改質ガソリン計画を採用した｡

1990年法の成立によって,含酸素化合物 MTBEは,鉛や芳香族を代替する

クリーンなオクタン価向上剤として承認され,改質ガソリン規格は排気ガス低

減に有効なクリーンなガソリンであるとの法的承認を得た｡1970年大気清浄化

法にもとづいて四エチル鉛添加が禁止されてから20年,ようやく石油産業はク

リーンな添加剤を手に入れたわけである｡

とはいえ,含酸素化合物にはMTBEだけでなくエタノールも含まれており,

改質ガソリン計画の含酸素化合物要件条項は,エタノールの使用を排除するも

のではない｡ガソリン添加剤の公的標準をめぐる石油産業とアグリビジネスと

の競争は,EPAによる改質ガソリン計画の具体化の過程に持ち越されること

になった｡

ⅠⅠ 改質ガソリン計画をめぐる

石油産業とアグリビジネスの政治的競争

1 EPAによる規制交渉の実施とエタノールの排除

1990年法は改質ガソリン計画の大まかなフレームワークを定めるのにとどま

り,211(k)条項において,EPAに対して改質ガソリン計画にもとづく諸規制

を-年以内に公布するように指示した｡改質ガソリン計画の具体化にあたって,

みずからの競争に有利な条件を打ち立てるために,石油産業とアグリビジネス

との間で,政策形成過程において激しい競争が展開された｡EPAは両者の対

立を調停する役割を果たしており,規制交渉と呼ばれる独特な規則制定手法を

用いた｡

規制交渉 (レグネグ,Reg-Neg)とは,｢交渉による規則制定｣(regulatory

negotiation)の略称であり,規制官庁,規制対象となる業界,およびその他の

利害関係者間の非公式な交渉手続きを経ることによって,公表前に規則草案に

ついての合意を得る規則制定手法である｡ 交渉に基づいて行政機関め規則案が
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起案され公表された後には,通常の規則制定手続きを経なければならず,通常

の規則として司法審査に服することになり,ここで規則の合法性が確保される｡

1980年代よりアメリカでは,規制交渉が通常の行政手続法に基づいた規則制定

手続きの代替手段として用いられており,1990年には ｢交渉による規則制定

法｣(NegotiatedRulemakingAct,5U.S.C.隻581etseq.1990)が制定された｡

規制交渉は,通常の規則制定手続に比べて低コストで迅速であり,利害関係

者の関心により配慮した規則制定が可能となるので,現実的な規則が制定され

やすく規則の遵守が容易であり,後の司法紛争の可能性が減少する,というメ

リットがあるとされている｡ とはいえ,規制交渉は参加した利害関係者のため

のものであり公益に奉仕していない,規則内容が利害関係者の合意に制約され

て行政機関の独立と説明責任を損なう,という批判も存在する｡EPAは,規

制交渉のパイオニアとして,1980年代以来,他の行政機関よりも頻繁に利崩し

てきだ 2)0

1991年初めに,EPAは改質ガソリン規制に関わる関係諸団体を招集し,規

制制定のための規制交渉を開始しだ3)｡改質ガソリン計画に関する規制交渉で

は,石油産業,含酸素化合物産業,州 ･地方組織,環境保護団体,自動車産業,

市民団体およびEPA以外の政府機関が参加した14)｡約半年の議論を経て,

1991年8月に関係諸団体の間で規制に関する合意が成立した｡この合意で,改

質ガソリンに要求される排気ガス基準については,① スモッグの原因になる

地表部におけるオゾン形成の予防のための揮発性有機成分 (volatileorganic

hydrocarbons;VOCs)の22%削減,② 有毒排気ガス成分の29%削減,③ 排

気ガス中の一酸化窒素の5.5%削減と定められた｡

12) 上智大学環境法研究会 ｢R.B.スチュワ-ト著 ｢環境規制の新世代?｣日)｣『上智法学論集』
第46巻 1号,2002年,123-125ページ｡

13) Migdon Segal,"EthanolandCleanAir:The"Reg-Neg"ControversyandSubse(iuCnt

Events,"CRSReportjb7-Congress93-614SPR,Jun.22,1993.
14) EPAOfficeofMobileSources,op.cit.非公開であるため参加メンバーを正確に把握すること
は困難である｡筆者は,API(アメリカ石油協会)および AMI(アメリカメタノール協会)の
参加を確認している｡
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ここで,後に石油産業とアグリビジネスの間で利害が鋭 く対立することに

なった点が,エタノールに対するリード蒸気圧 (ReidVaporPressure;RVP)

基準の媛和措置の撤廃である｡ガソリン-のエタノールの添加は,排気ガス中

の一酸化窒素削減には有効であるが,揮発性有機成分の蒸発を促進してしまう｡

ェタノールをガソリンに添加すると揮発性が高くなるためである｡ ガソリンの

揮発性は,リード蒸気圧によって測られるが,エタノールを添加すると1psi

(1平方インチあたり1ポンド)揮発性が高くなる｡1978年にEPAはガソリ

ンへのエタノール添加を認可するとともに,エタノール添加ガソリン (ガソ

ホール)に対しては1psiの蒸気圧基準緩和を認めていた｡アグリビジネスは

これを既得の権利として主張したが,規制交渉において却下された｡これは,

事実上のエタノール禁止措置であり,ガソリン添加剤市場からエタノールを排

除することを意味しており,改質ガソリンに添加される含酸素化合物としては,

MTBEだけを使用することを意味した｡

アグリビジネスは蒸気圧基準の綾和を求めて猛烈なロビー活動を展開､した15)｡

また,アグリビジネスに村抗して,アメリカ石油協会 (AmericanPetroleum

institute;API) とアメリカメタノール協会 (AmericanMethanolinstitute;

AMI)は,シエラクラブ (SierraClub),天然資源保護協議会 (NaturalRe-

sourcesDefenseCouncil;NRDC)などの環境 NGOの支持をとりつけて,慕

気圧基準緩和拒否のキャンペーンをおこなった6)｡

結局,1992年4月16日に公表されたEPAの改質ガソリン規制は,規制交渉

の合意内容に基づいており,アグリビジネスの要求する蒸気圧基準緩和は拒否

された｡この時点で石油産業は,EPAの規制交渉を活用してアグリビジネス

を排除する制度的条件を構築することに成功した｡しかし,改質ガソリン計画

が実施される予定の1995年にはまだ時間的猶予があり,アグリビジネスは様々

15) NewFuelsReport,Apr.6,1992.

16) "Environmentalists,OiHndustryJoinToFightPollutionWaiverForEthanol,"TheEnergy

Repo71,Sept.14,1992,p.616.
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な政治的手段で反攻を開始した｡
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2 アグリビジネスの反攻

アグリビジネスは,蒸気圧基準緩和を改質ガソリン規制の最終バージョンに

盛り込むことを目指して,議会工作を展開した｡まず,アグリビジネスは,秦

気圧基準緩和が認められなければRFG計画からアグリビジネスが排除される

ことになるが,これは1990年法成立時の議会の意図ではなかったと主張した7)｡

議会では,1992年9月8日,上院議員デュレンバーガー (DaveDurenberger,

共和党,ミネソタ州)がアグリビジネスの主張を代弁し,エタノールの役割を

制限するEPAの規制は大気清浄化法の議会の意図を損なうものであると批判

した｡これを受けて,上院はEPAの規制は違法であるとの決議をおこなった｡

この種の決議は,｢上院のセンス｣(senseoftheSenate)と呼ばれ,規制を公

布する行政機関に対する法的な拘束力はもたないが社会的な影響力をもつとさ

れる】8)｡
r

さらに,アグリビジネスはブッシュ大統領に対して,EPAを越権して蒸気

圧基準の緩和を行うよう圧力をかけたため,折からの大統領選挙キャンペーン

と結びついて効果をもつようになった｡この結果,1992年10月1日にブッシュ

大統領は規制交渉の合意を反故にして,エタノ-ルに対する蒸気圧基準の緩和

を復活させると発表した｡この発表は石油産業に衝撃を与え,ブッシュ大統領

は ｢農業州の票を買収｣しようとしていると言われた19)｡

1992年の大統領選挙の結果はブッシュ大統領の敗北に終わり,1993年1月,

民主党のクリントン大統領 (BillClinton)が就任 した｡クリントン大統領は

アーカンソー州知事就任時に州知事エタノール連合 (theGovernorsEthanol

]7) "Ethanol'sRoleInReformulatedGas()lineStirsControversy,"Chemica/andEJlnginee77'ng

New51,Nov.2,1992,p.8.0

18) "AmendmentcallingビPA RFG rulesillegalpassesSenatewithnodiscussion,"New Fuels

Repo71,Sept.14,1992,p.1.
]9) "BushEthanoIMoveaSlapatIndustry,"OileGasJL'ur72al,()ct.12,1992.
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Coalition)のメンバ ーであり,大統領就任後もアグリビジネスの支援政策を

打ち出していく20)｡

その一つが,再生可能含酸素化合物基準 (RenewableOxygenateStandard;

以下 ROSと略称する)の導入である｡ROSは,1993年12月にEPAが提案

した新ルールであり,改質ガソリンに含まれる含酸素化合物の30%を再生可能

燃料 (RenewableFuels)- 主要にはバイオ･エタノール- とするもので

あった21)｡

EPAによるROS導入のねらいは, トウモロコシ農家の収入増による農業

補助金の削減にあるとされた｡EPAはROS導入のメリットを説明して,｢改

質ガソリンは,消費者にとっては,従来のガソリンに比べて1ガロン当たり3

-5セントのコスト増だが,ROSを導入すればコストは増えない｡この計画

は,年間3億3500万ガロンの再生可能燃料の需要を生み出す｡ROS実施に

よって年間2億4000万 ドルのコスト増一 連邦補助金の増加,流通 ･保管コス

ト- が見込まれるが,このコスト増は,年間2億7500万 ドルにものぼる農務

省からトウモロコシ農家への最低保証金の削減と,年間1億6000万 ドルにのぼ

るトウモロコシ農家の純収入増加によって相殺される｣と述べている22)｡
当然ながら,EPAの提案するROSはアグリビジネスの支持と石油産業の
反対 とを呼 んだ｡ トウモ ロコシ栽培組合 (theNationalCornGrowers

Association;NCGA)は,｢ROSによって,輸入されている化石燃料を国内

の再生可能燃料によって代替することができる. それによって,国内に投資と

雇用を生み出し,温暖化ガスの減少をもたらすことができる｡我々はトウモロ

コシ増産によって トウモロコシ価格上昇を抑制することができるだろう｣と

ROS支持を表明した23)｡これに対 して,アメリカ石油化学 ･精製業者協会

20) 州知事エタノール連合とは,エタノール燃料の普及を目的として,1991年 9月にネブラスカ州

知事が他州知事に呼びかけて結成されたもので,2003年 1月現在で中西部の農業州を中心に29の

州知事が参加 している｡(httpノ/www.ethanoLgec.org/,2005年7月1日参照)0

21) olleGas.Journal,Dec.20,1993.

22) "IndustryBlastsEPA'sRFGFJthanoISetaside,"OileGasJournal,Jam.24,1994.

23) Ibz-d.
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(NationalPetrochemical&RefinersAssociation;NPRA)はROS実施に強

く反対した (1994年1月)｡また,石油最大手企業エクソンの副社長マクミラ

ン (J.T.McMillaIl)は,｢アグリビジネスは,現在年間5億 ドルの連邦補助

金を受け取っているが,ROS実施によってさらに3億4000万 ドルの補助金が

増加されることになる｣と非難した24)｡

3 EPAによる折衷案の提示

1994年2月16日に発表されたEPAの改質ガソリン規制の最終案は,石油産

業側の要求 (エタノールに対する蒸気圧基準の厳格な適用)とアグリビジネス

の要求 (ROS実施)の双方を盛り込む折衷案となった｡EPAは,ガソリン精

製業者に対して,エタノールに対する蒸気圧基準の緩和を認めず,規制交渉の

合意内容に基づく諸基準の遵守を求めるにとどまった｡さらに,EPAは,

1994年8月2日にROSを公布した｡ROSプログラムは1995年1月1日に発

効し,1996年1月1日にエタノール含有基準が15%から30%-と段階的に引き

上げられる予定となっていた25)｡

EPAの折衷案に対して,石油産業側はROSを容認することはできなかっ

た｡APIは,NPRA,AMIと協力し,ROS実現を阻止する活動を展開した26)0

APIは,EPAのROSは改質ガソリン市場においてバイオ･エタノールに対

して不公正なアドバンテージを与えるものであり,石油から作られるMTBE

を不利にする違法なものだと訴えた｡これを受けて1994年9月,連邦上訴裁判

所 (FederalAppealsCourt)は,1995年1月1日に予定されていたEPAによ

るROS実施の延期を認めた (ROSを除く改質ガソリン計画は,予定通り実

施することが認められた)｡さらに,1995年4月28日,連邦上訴裁判所は,

EPAは再生可能含酸素化合物の使用を義務づける権限をもたないとの判決を

24) zbld.

25) 59Fed.Reg.39258.

26) DavidGushee,"AlternativeTransportationFuelsandClearlGasoline:BackgroundandReg-

ulatoryissues,"CRShsueBriefjb7-CongressIB91008,Jam.17,1996.
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下し,ROSを無効とした27)｡ 6月12日,EPAは再審理請求の形式で控訴した

が,7月3日,連邦上訴裁判所はこれを棄却し,石油産業側の要求がすべてと

おる形となった28)0

以上,改質ガソリン計画をめぐる石油産業とアグリビジネスの競争は,

EPAの規制交渉,議会,大統領選,法廷と舞台を変えながら行われた｡結局,

1995年に開始された改質ガソリン計画のPhaseIにおいては,石油産業側の

要求が貰徹した｡しかし,連邦の改質ガソリン計画が実行されてわずか一年で

MTBEによる地下水汚染問題が発覚し,事態は急展開を迎える｡

ⅠⅠI MTBE禁止と連邦議会における利害調整

1 MTBE地下水汚染問題と石油企業への批判

1996年,カリフォルニア州サンタモニカ市で明るみになったMTBEによる

飲料用地下水汚染問題は,MTBEの使用禁止への動きが全米規模で発生する

きっかけとなった｡

MTBEは自然環境中には天然で存在することは知られていない人工化学物

質である｡ 永溶性で強い異臭があり,また水中で分解しにくいため,地下水汚

染を生じやすい｡ガソリンのオクタン価向上剤としてのMTBE使用量が増大

した結果,製造量が多い化学品50品目の中に入っている (1998年)｡ にもかか

わらず,環境中濃度とヒトへの暴露に関する科学的なデータはほとんど存在し

ていない 29)｡

サンタモニカ市では,市民の飲料水を井戸水によって供給していたが,

MTBEによって地下水源が汚染されたために飲料水の不足という事態に見舞

われた｡ MTBEによる地下水汚染の直接の原因は,付近のガソリンスタンド

27) APIv.EPA,CADC,No.94-1502.

28) susanL.Mayer,LawrenceKuminsandMigdonSegal,"ImplementationoftheReformulated

GasolineProgram,"CRSReportfo7-Congress9 5-850ENR,Aug.1,1995.
29) 国際化学物質安全性計画 『環境保健 クライテリア』No.206｡(InternationalProgramonChe一

micalSafety:IPCS,"EnvironmentalHealthCriteria",No.206,1998.)
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の地下ガソリンタンクからの漏出とされ,住民による石油企業への批判が強

まった｡2000年6月には,サンタモニカ市長 KenGenserが,地下水汚染の責

任を問い18の石油企業を相手に訴訟を起こしている30)｡

さらに,サンタモニカ市に続いて全米各地の地下水からMTBEが検出され,

MTBE禁止の動きが広がった｡まず,1999年3月,カリフォルニア州知事

GrayDavisが,2002年12月末までにMTBE使用を禁止すると発表し,続い

て13州が2005年までにMTBEを禁止すると発表した｡

EPAは改質ガソリン計画にもとづいて,クリーンなオクタン価向上剤とし

てMTBEの普及をすすめてきたため,MTBEによる地下水汚染問題の発覚

によってEPAの判断が問われることになった｡EPAのMTBEに関する調

査委員会 (ブルーリボン･パネル)は1999年9月に報告書を発表し,MTBE

の使用継続による大気清浄化のメリットは小さく,地下水質汚染のデメリット

が大きいとして,MTBE使用量の削減,禁止を勧告するにいたった3㌔

2 改質ガソリン計画見直しと石油産業とアグリビジネスの妥協

こうしてMTBE使用禁止が決定的となるにつれて,改質ガソリン規格の含

酸素化合物要件をめぐって,石油産業とアグリビジネスとのあいだの対立が鮮

明となった｡第106議会 (1999-2000年)においては大気清浄化法の改正と改

質ガソリン計画の見直しをめぐって,両者から以下の要求が出された32)｡

まず,アグリビジネス側は,含酸素化合物要件条項の存続とMTBE禁止条

項の追加を要求した｡これは規制強化要求である｡この要求が通れば,改質ガ

ソリンに添加すべき含酸素化合物はMTBE以外にはエタノールの選択肢しか

残らず,アグリビジネスが改質ガソリンの添加剤市場を独占することができる｡

30) "cityofSantaMonicatoSue()ilC()mpaniesOverContaminatedDrinkingWater",WaterIn-

clustryNews,Jurl.2(),2000.

31) ETA,"AchievingCleanAirandCleanWater:TheReportoftheBlueRibbonPanelonOx-

ygenatesinGasoline",ERA42什-R-99+)21,Sept.15,1999.

32) (財)石油産業活性化センター,石油情報プラザ ｢米ガソリン添加剤 MTBEおよびその代替

物の行方｣『PEC海外石油情報 (ミニレポー ト)過2002年 5月9日｡
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再生可能燃料協会 (RenewableFuelsAssociation;RFA)の他,イリノイ州

などコーンベルト地帯に属する中西部の諸州,州知事エタノール連合が支持した｡

次に,石油産業側は,改質ガソリン計画の含酸素化合物要件条項の撤回を要

求した｡これは,1990年大気清浄化法の支持する改質ガソリン計画の事実上の

中止である｡ オクタン価向上剤として,エタソールを使うかその他の基材を使

用するのかは石油産業にゆだねられることになり,1990年法以前の状態に立ち

返ることになる｡ MTBE使用禁止が避けられないと見た石油産業は,自分た

ちに不利益な改質ガソリン規格によって,エタノール添加を強制されることだ

けは避けようという戦術をとったということである｡ この要求については,

API,NPRAなどの石油業界の他に,MTBE消費量の多いが ノフォルニア州,

NESCAUM (北東部八州の大気汚染管理組織)が支持しており,また環境保

護団体の自然防衛協議会 (NRDC),アメリカ呼吸器協会 (ALA)も支持した｡

両産業間の対立を調整するために,2000年3月,クリントン政権を代表して

EPA長官 (carolM.Browner)と農務省長官 (DanGlickman)が共同で,

MTBEを削減しエタノ-ルのような代替燃料の利用を促進すると声明し,そ

のための大気清浄化法の修正を勧告した33)｡彼らが議会に送った法的フレ-ム

ワ-クでは,① MTBEを削減または排除すること,② 改質ガソリン計画に

おける含酸素化合物要件を廃止すること,③ 全てのガソリンに対して再生燃

料基準 (RenewableFuelStandard;以下 RFSと略称)を導入すること,が

盛り込まれていた｡RFSは前述したROSの発展形態である｡

この勧告は,含酸素化合物要件の廃止という点では石油産業の要求を容れて

おり,また RFSの導入という点ではアグリビジネスの要求を容れており,両

者の利害の折衷を目指している｡この妥協案は当時の議会状況のなかでは実現

するにいたらなかったが,クリントン政権からブッシュ政権-と移行するなか

で,実現に向けて動き出していくことになる｡

33) EPA,"Clinton-GoreAdministrationActstoEliminateMTBE,BoostEthanol,"EA∠lHead･
qua7･te77Pl-eSSRelease,Mar.20,200O.
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2001年,共和党ジョージ･W ･ブッシュ (GeorgeW.Bush)政権が成立し

た｡ブッシュ大統領は,カリフォルニア州 を中心とするガソリン価格の高騰や

電力需給問題を受けて,民主党クリントン政権のエネルギー政策の失敗を指摘

し,安定的なエネルギー供給の確保を公約していた｡2001年 1月28日,ブッ

シュ大統領は一般教書演説のなかで包括エネルギー法案の可決を議会に要請し,

さらにエネルギー安全保障を第-目標とする国家エネルギー計画をチェイニー

副大統領が中心にとりまとめ,同年5月に発表した｡

こうした流れのなかで開かれた第107議会 (2001-2002年)で,MTBE-エ

タノール問題は包括エネルギー法案の審議の中に取り込まれていった｡まず,

2001年8月に共和党が多数を占める下院でエネルギー法案 (H.良.4)が可決

された｡これを受けて,2002年4月には民主党が多数を占める上院で修正法案

(上院版 H.R.4)が可決された｡上院法案は,上院議員Tom Daschle(民主

党,サウスダコタ州)と上院議員 JeffBingaman(民主党,ニューメキシコ

州)が中心となって作成された｡この法案の中には,MTBE禁止とともに含

酸素化合物要件を撤廃する条項と,RFSを実施する条項とが含まれており,

前述したクリントン政権の妥協案がここに再現していた34)｡しかし,両院協議

会における法案調整が不調に終わったため,包括エネルギー法案の可決は第

108議会に持ち越されることになり,それとともにMTBE-エタノール問題の

調整も先送りされることになった｡

第108議会 (2003～2004年)では,2003年 4月11日に下院が包括エネルギー

法案 (H.良.6)を可決し,これを受理した上院は法案に修正を加えて7月31

日に可決した｡この上院版 H.良.6の内容は,前年度の上院エネルギー法案を

踏襲したものであり,① RFS計画,② MTBE禁止,③ 改質ガソリンの含

酸素化合物要件の削除を柱としている35)0

34) (財)石油産業活性化センター,石油情報プラザ ｢アメリカのバイオ燃料法案の動向 (その

1)｣『pEC海外石油情報 (ミニレポー ト)』2003年9月17日｡

35) (財)石油産業活性化センター,石油情報プラザ ｢アメリカのバイオ燃料法案の動向 (その

2)｣『pEC海外石油情報 (ミニレポー ト)逮2003年 9月17日｡
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そして,2005年 8月,ブッシュ大統領は2005年包括エネルギー政策法

(EnergyPolicyActof2005)に署名した｡第109議会 (2005年-2006年)にお

ける同法案審議の最大の争点は,MTBE製造業者への製造物責任法違反の訴

訟から守る免責条項であり,また石油産業が MTBEから他の添加剤-転換す

るのを促すために8年間で20億 ドルを認可するという支援条項であった｡これ

らの条項は最終的に,MTBEによる地下水汚染の被害にあった東西海岸地域

の超党派の議員による反対にあって取り下げられた｡

とはいえ同法は,石油産業とアグリビジネス双方の要求を大幅に容れた内容

となっている｡ まずアグリビジネスにとっては,RFSの採用は見送られたが,

再生可能燃料の使用量を2012年までに75億ガロンまで拡大する計画が盛 り込ま

れるなど (SEC.1501.),実利を保証するものとなっている｡また石油産業に

とっては,改質ガソリンの含酸素化合物要件については削除され (SEC.

1504.),MTBE使用の禁止については明記されず EPAの規則制定にゆだねら

れることになるなど (SEC,1505.),自らの要求も容れられている36)｡

こうして,改質ガソリン計画をめぐる石油産業とアグリビジネスの競争は決

着を見たのであるが,注目すべきは,議会での包括エネルギー法案の審議と並

行して,議会外で2002年の時点で石油産業とアグリビジネスとの間での妥協が

成立している点である｡

2002年2月末,サンディエゴで,API会長 RedCavaneyは,RFA (Rene-

wableFuelsAssociation;再生可能燃料協会)が開催した米国エタノール会議

の席上で,石油産業とアグリビジネスとの間で合意が成立したと声明した｡

API側によれば両者の合意内容は,① ェタノール使用を認める柔軟なプログ

ラムの必要性,② 再生可能燃料の使用にあたって地域的な制約を設けない,

③ ガソリンーガロン当たりのエタノール必要量の要件は設定しない,④ 石油

精製業者は再生可能燃料使用義務を取引,貯蓄,平均化できる,というもので

36) 松山喜代子 ｢アメリカの2005年包括エネルギー政策法｣『NEDO海外 レポー ト』No,961,

2005年8月17日｡
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あった37)｡

議会における法案審議の過程においては環境保護派の議員が存在するので,

両産業の合意内容がそのまま包括エネルギー政策法に単純に反映されるわけで

はないが,両産業間で妥協が成立 していることが法案成立の不可欠の契機 と

なっていることは間違いないであろう｡

3 規格競争における MTBE敗北の意味

以上述べてきたように,ガソリンのオクタン価向上添加剤の公的標準をめぐ

る競争において,石油産業はアグリビジネスに敗北した｡ここでは,石油産業

にとってのこの敗北の意味について考察しておきたい｡

まず,ガソリンへの環境規制強化に対応するために,石油産業が製油所の高

度化やMTBE製造プラントのために費やしてきた設備投資コス トが回収不能

になるという点である｡石油産業は1970年代以来,大気清浄化法に対応するた

めに,オクタン価向上剤を四エチル鉛-芳香族-MTBEと切 り替えてきたが,

これらすべてが有害物質として使用制限,禁止の規制を受けることになる｡ま

だ,エタノールを工業的に生産するという手段 も残されてはいるが,石油産業

としては敗北というはかない｡

しかし,エタノールの利用は石油産業にとって一概にマイナスだけとは言え

ない面 もある｡ ここではユノカル社 (UNOウcALCo.)の改質ガソリン特許問

題について簡単に触れておきたい｡ユノカルは,1990年大気清浄化法修正法の

成立以来,5件の改質ガソリン関連特許を取得 した｡1994年に大手石油企業6

社 (BPAmocoCo.,ARCO,ChevronCo.,ExxonMobilCo.,ShellOilCo.,

Texacolnc,)は,ユ ノカルが最初に出願 した改質ガソリン関連特許 (us

5,288,393)に対 して提訴 し,特許裁判が展開された｡API,NPRAは6社の

提訴を支持 し,特許裁判はアメリカ石油産業におけるメジャーとアウトサイ

37) AmericanPetroleumInstitute,"APTAddressesNationalEthanoICorlference,"APIPressRe-

lease,Feb,28,2002.
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ダ-の競争の様相を里した｡改質ガソリン特許裁判をめぐる一連の事態は,ア

グリビジネスに対抗していた石油産業内においても,改質ガソリンをめぐる企

業間競争が存在していたことを意味している｡

2001年3月,連邦最高裁はユノカル勝訴の判決を下し,特許紛争に終止符が

打たれた｡判決内容は,6社の製造する改質ガソリンは同特許に抵触しており,

ユノカルに対して1ガロンあたり5.75セントの特許料を支払うというもので

あった｡これによって,ユノカルは特許料収入を年間7500万 ドルから1億5000

万 ドルと推定しているという38)｡石油産業に対するアグリビジネスの勝利は,

改質ガソリンの特許料収入を失うユノカルにとってはマイナスだが,大手石油

企業 6社にとってはプラスの意味を持つ｡2002年にAPIが RFA と妥協した

のはこうした理由もあると考えられる39)｡

また,アメリカ石油産業はアグリビジネスと積極的に協力関係を構築してい

く可能性もある｡今後のガソリン規格競争の焦点は,次世代低公害自動車の主

役と冒されている燃料電池自動車の燃料規格をめぐってのものである｡織烈な

燃料電池自動車の開発競争の中で,エクソンモービル (ExxonMobilCo.)は,

GM (GeneralMotorsCo.), トヨタ自動車と連合を形成しており,シェル石

油 (ShellOilCo.), ダイムラー クライス ラー (DaimlerChryslerCo.),

フォード自動車 (FordMotorCo.)の連合と対立している. アメリカ市場を

拠点とするエクソンモービル側はガソリンを,欧州市場を拠点とするシェル石

油側はメタノールを燃料としており,両連合間の対立は燃料電池用の燃料規格

をめぐる国際競争の様相を里している｡

アメリカ石油産業の最大手であるエクソンモービルは,燃料電池用の改質ガ

38) 内沼一雄 ｢アメリカのクリーン燃焼ガソリン特許問題｣『ECOINDUSTRY』2002年2月｡
39) アメリカ石油産業内で物議をかもしたエノカルは,中国海洋石油 (CNOOC)から買収オ

ファーを受けていたが,安保上の理由からの米議会の強い反発にあい,2005年8月,シェブロン

による買収で決着がついた｡シェブロンは原油埋蔵量でシェルを抜普,ロシアをのぞく石油会社

ではエクソンモービル,BPにつぐ水準になったO(『日本経済新聞』2005年8月11日付,夕刊)｡

シェブロンによるユノカル買収の動機としては,原油埋蔵量の増加というシェブロン一社の日的

だけでなく,改質ガソリン特許を中国企業から守るという米系石油メジャー全体の目的があった

と考えられる｡
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ソリン規格の共同研究開発をすすめることによって,今後の改質ガソリン規格

決定の主導権を揺る戦略をすすめている｡ こうした観点から見れば,エクソン

モービルにとって,天然ガス-メタノールを原料とするMTBEに固執する利

点は少ない｡むしろメタノールの有害性を主張し,メタノールの使用を環境規

制によって法的に禁止するという環境戦略を採用する可能性もある｡ そうなれ

ば,自国のアグリビジネスと手を組んで,エタノールを活用することも十分に

考えられるところである｡

お わ り に

本稿は,石油産業とアグリビジネスというアメリカのビッグビジネスの間で,

自らに有利な環境規制を実現し,クリーン･ガソリンの公的標準を獲得するた

めの競争が存在していることを明らかにした｡

石油産業は,含酸素化合物 MTBEを添加 した改質ガソリン規格をクリ-

ン･ガソリンの公的標準とする環境戦略をとった｡1990年法に盛 り込まれた改

質ガソリン計画では含酸素化合物の使用が義務づけられ,さらにEPAの主催

する規制交渉では蒸気圧基準を盾にとってエタノールを排除し,石油産業の戦

略は達成されたかに見えた｡しかし,アグリビジネスも再生可能なエタノール

の消費量の拡大を呼びかける環境戦略をとり,ガソリン添加剤市場,自動車用

燃料市場でのシェア拡大をねらってROSや RFSの実現を目指して,環境政

策の形成過程に働きかけた｡

MTBEによる地下水汚染という新たな環境問題の発現は,両者の勝敗を規

定する決定的な契機となった｡MTBEがクリーンであるとの前提が崩壊し,

改質ガソリン計画の含酸素化合物条項が石油産業にとって不利な規制となると,

石油産業は改質ガソリン計画そのものを中止するために,アグリビジネスに対

して再生可能燃料計画を認めるという妥協策をとらざるをえなくなった｡した

がって,何がクリーンなガソリン添加剤なのかを決定したのは,石油産業の環

境戦略ではなく環境問題そのものであり,クリーン･ガソリンの公的標準をめ
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ぐる産業間競争は,環境保護を求める世論に制約されながら展開されていると

いえよう｡ ガソリン添加剤が,人工化学物質 MTBEから自然界に存在するエ

タノ←ルへと転換されることは,環境保護の見地から見れば前進である｡

EPAは利害関係者の受動的な調整役にとどまっており,環境行政の担い手

として能動性を十分に発揮していない｡とりわけ,MTBEの人体および環境

への影響をトータルに検討することなく,石油産業の提案するままに改質ガソ

リン計画をすすめてMTBEにお墨付きを与え,全米国民に不安を与えた社会

的責任は大きい｡改質ガソリン計画は失敗であり､MTBEによる水質汚染問

題は人災であったと言わざるをえない｡

今日では環境規制は単に企業の活動を制約する条件とはみなされず,むしろ

環境規制に適合した製品を製造 ･販売することは環境マ-ケティング戦略の一

環とみなされている40)｡そればかりでなく,本稿で検討したように,企業は自

らに有利な環境規制を要求し,その実硯を目指して政治的に競争している｡ こ

れは環境分野における公的標準を獲得し,有利な競争条件を確立することが,

企業の競争力に直結するためである｡ このことは環境政策の分野でも利益集団

政治が成立し,また公共政策である環境政策が企業の個別的利害によって制約

を受ける根拠となっている｡ このような状況の下では,環境政策の公共性が確

保されるための諸条件が明らかにされねばならない｡この課題に答えるために

は､政府や産業界だけでなくNPOや市民による環境保護運動の役割も視野に

入れて環境政策を分析する必要があると考えるが,本稿では十分に検討できな

かった｡今後の課題としたい｡

40) 大橋照枝 『環境マーケティング戦略』東洋経済新報社,1994年｡




